2016年6月14日～15日
参院選 　比例、自民２７．２％堅調　民進は１１．７％　共同通信調査
毎日新聞2016年6月14日　東京朝刊
　共同通信社は１２、１３両日、参院選での有権者動向を探るため全国電話世論調査（第２回トレンド調査）を実施した。比例代表の投票先は、自民党が前回調査（１、２日）と比べ１・７ポイント減になったものの２７・２％で前回に引き続いて最多となり、堅調ぶりを示した。選挙区での投票先は「与党系候補」が前回比６・１ポイント減の２６・０％、「野党系候補」は１・４ポイント増の２０・８％で差が縮まった。 
　比例投票先を「まだ決めていない」との回答は前回より１・６ポイント増えて３８・９％。選挙区投票先でも「決めていない」が５・３ポイント増えて４４・８％に上った。 
　比例投票先は、自民党のほかは、民進党１１・７％（前回比０・８ポイント増）、公明党５・４％（０・９ポイント減）、共産党４・７％（０・６ポイント減）、おおさか維新２・９％（０・５ポイント増）、社民党０・８％（０・８ポイント減）、生活の党０・４％（０・３ポイント減）、日本のこころ０・１％（前回と同じ）、新党改革０・２％（前回は回答なし）。 
　調査はコンピューターで無作為に発生させた番号に電話をかける方法で実施。７月の参院選から選挙権年齢が１８歳以上となるため、調査対象に１８、１９歳を加えた。実際に対象者がいる世帯にかかったのは１７６２件、うち１２２１人から回答を得た。 
しんぶん赤旗2016年6月15日(水)

参院選　香川選挙区　訴えが響き　共闘加速　１人区　唯一の共産党公認　たなべ野党統一予定候補　激変　政治の現場から

　予定参院選の香川選挙区（改選数１）は、１人区の野党統一候補で唯一、日本共産党公認の、たなべ健一氏（３５）と自民党現職の磯崎仁彦氏の事実上の一騎打ちです。統一の大義を示す全国注視のたたかいに勝利しようと党派を超えた共同が広がっています。（香川県・浜崎好人）
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（写真）手を振って声援にこたえる、たなべ選挙区予定候補（中央）と各党や市民団体の代表＝４日、高松市


　「給料が低くてまともな生活や結婚ができないという青年、小さな子どもの手を引いて、絶対に戦争法だけはいけないと集会に参加したお母さん、一人ひとりの思いを参院選で実らせていきます」―。山下芳生党副委員長を迎えた１０日の演説会。社民党県連副代表の米田晴彦県議とともに訴える、たなべ候補の力強い声が丸亀市の街頭にこだまします。

　米田氏も「たなべさんの勝利に力の限りたたかい抜く」ときっぱり表明。１日に高松市の瓦町駅前で県内の社民党、民進党幹部がともに訴えた日本共産党の街頭演説会に続き､野党共闘が加速します｡

　１６日には、日本共産党の志位和夫委員長、民進党の安住淳国対委員長、社民党の吉川元政審会長、生活の党の小沢一郎代表がそろって高松市の三越前で訴えます。

確認書を結び

　たなべ予定候補は３日、自治労県本部、平和労組会議と協定を、松原昭夫日本共産党県委員長と民進党県連が、日本共産党綱領の趣旨に従い確認書を結びました。

　確認書は、「一党独裁」「私有財産」など日本共産党への誤解を払拭（ふっしょく）する内容にもなっており、民進党関係者も「共同をすすめるための大きな力になっている」と重視しています。

　事務所開き（４日）にも、社民党、新社会党の県幹部や自治労県本部、ママの会や香川大学有志の会など幅広い団体、個人がかけつけました。民進党の江田五月最高顧問から心のこもったメッセージが届きました。

民進支持者も

　選挙事務所には、全国からの激励とともに、民進党の支持者からも「親戚に渡したい」とビラを受け取りに来るなど反響が。別の民進党の後援会員は、「ビラを１０部もらおうと思ったけれども、思い切って３０部もらう」と支持を広げることを約束しました。

　社民党の高田良徳県連代表は、たなべ予定候補、山下副委員長との握手写真を掲載した独自ビラを作成。地元で活用しているといいます。

　はじめて日本共産党の候補者を応援するという三木町の男性（６８）は、こう力を込めました。「他党を応援したこともありますが、たなべさんの訴えはすべてが響きました。野党統一候補を香川から国会に送り出したい」

「清水の舞台から…」期待と激励

　たなべ予定候補は２０１５年８月に立候補を表明してから、ＪＡ香川中央会や丸亀町商店街振興組合、元農業委員などと幅広い団体・個人と懇談を重ねてきました。

　春名なおあき参院比例予定候補とともに､県内の首長とも懇談をしてきました｡筒井敏行三木町長からは｢全国1人区の(日本共産党の)決断は､清水(きよみず)の舞台から飛び降りましたね｣と激励を受けました｡

　一方、自民党の磯崎予定候補は、業界まわりなど組織固めを中心とした運動を展開しています。磯崎氏は定期宣伝物で、「国家の緊急事態に的確に対応できることなどを盛り込んだ憲法を、自らの手で制定することは当然」「教育勅語に書いてある内容は現在でも通用する」などと発言。平和と民主主義を願う有権者には背を向けた姿勢に批判が高まっています。

　磯崎氏とは対照的に戦争法廃止、改憲阻止を正面から訴える、たなべ候補への共感と期待は高まっています。丸亀市在住の元自衛官（６０）は「戦争法だけは絶対にダメだ。安倍政権のやり方は腹が立つことばかり。たなべさんを絶対に勝たせてほしい」と語ります。

　たなべ予定候補の街頭宣伝では、雨の日でも、買い物帰りに足を止めて訴えに聞き入る有権者の姿も。「戦争法を必ず廃止してほしい」という高松市の男性（７２）は「これから親戚、兄弟と声をかけていきたい」と語り、たなべ氏に握手を求めました。

円安・株高も伸びぬ消費＝アベノミクス３年半の明暗【１６参院選】
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　参院選では、安倍晋三首相が「エンジンをもう一度、最大限吹かしていく」と強調した経済政策「アベノミクス」の評価が問われる。２０１２年１２月の第２次安倍内閣発足から３年半。日銀の金融緩和が円安・株高を演出し、春闘では３年連続の賃上げが実現した。しかし、物価の影響を加味した実質賃金は減少しており、国内総生産（ＧＤＰ）の約６割を占める個人消費も低迷が続く。
　◇黒田緩和で相場反転
　安倍政権はデフレ脱却に向け、アベノミクスとして、大胆な金融緩和、機動的な財政出動、構造改革を含む成長戦略の３本の矢を掲げた。
　日銀の黒田東彦総裁が就任直後の１３年４月に大規模な国債購入を柱とする量的・質的金融緩和策の導入を決めた。２％の物価上昇を目標にデフレ脱却を目指す日銀の政策は、金融市場で「黒田バズーカ」ともてはやされた。１１年３月の東日本大震災後に１ドル＝７５円台まで進んだ円高が一転、円安へと向かい、海外投資家も巻き込み、「安倍相場」と呼ばれる株高をもたらした。
　機動的な財政出動では、政権発足直後の１３年初めに国費規模１３．１兆円の大型補正予算を編成し、景気刺激策を講じた。ＧＤＰは１３年１～３月期に年率換算で実質４．２％の成長を達成し、１５年度には名目ＧＤＰがリーマン・ショック前の０７年度以来となる５００兆円を超えた。
　◇雇用回復も実質賃金減
　景気回復に伴い、雇用も増え、求職者１人当たりに企業から何件の求人があったかを示す有効求人倍率は上昇基調が続いた。今年４月には初めて全都道府県で１倍を上回り、「完全雇用」に近い状態をもたらした。ただ、非正規雇用の割合が約４割に達するなど負の影響も生じている。
　安倍政権は、企業収益の向上に伴い賃金が上昇し、消費も拡大するという「経済の好循環」を目指した。円安・株高による企業の業績拡大を踏まえ、政府は経済界に賃上げを直接要請。「官製春闘」で主要企業の賃上げを実現させた。給与総額は１５年度まで２年連続で増えた。
　ただ、消費税率を１４年４月に８％へ引き上げた影響などから、物価上昇の伸びに賃上げが追い付かず、実質賃金は５年連続で減少している。
　◇内需喚起へ経済対策
　消費税増税後、個人消費は低迷が続き、安倍政権は景気回復へ有効な手を講じられていない。首相は１日に消費税率１０％への引き上げを２年半延期すると表明し、「内需を腰折れさせかねない」と理解を求めた。秋にまとめる総合的な経済対策で内需を喚起し、足踏みする景気を持ち直させることができるかどうか、政権は正念場を迎える。（時事通信2016/06/14-21:14）
参院選４つの争点＜原発＞　経済優先で進む再稼働

東京新聞2016年6月15日 朝刊

　四月十四日の熊本地震発生後、余震が続くある日。鹿児島市内の実家から鹿児島大に通う石丸淳一さん（１９）＝同大二年＝は、国内で唯一稼働している九州電力川内（せんだい）原発１、２号機（鹿児島県薩摩川内市）のことが頭をよぎった。

　鹿児島市の一部は川内原発から三十キロ圏内。東京電力福島第一原発事故後、避難計画の策定を義務づけられた。だが、避難計画は原子力規制委員会では審査の対象外で、実効性を疑問視する声が強い。熊本地震では道路や鉄道が寸断された。鹿児島で大地震と原発事故が起き、交通網がマヒしたら－。「みんなが一斉に車で逃げれば大混乱になる。このまま川内原発を動かしていて大丈夫なのか？」

　二〇一四年十二月の衆院選以降も、安倍政権下では「原発回帰」が進んだ。一年十一カ月続いた国内の「原発稼働ゼロ」に終止符を打つ形で、川内原発１号機が一五年八月に再稼働したのが象徴的な例だ。

　それに先立ち政府が決定した長期エネルギー需給見通しは、三〇年度の電源構成に占める原発比率を２０～２２％と設定。原発を新増設しないとすれば、運転を始めて四十年超の老朽原発を稼働させなければ達成不可能な数字だ。

　さらに、安倍晋三首相は原発セールスも積極的に進めた。一五年末のインドとの首脳会談で、原発輸出を可能にする原子力協定締結で原則合意。インドは核拡散防止条約（ＮＰＴ）未加盟の核保有国で、日本の核技術が軍事転用される懸念もある。

　一方、脱原発を求める市民らは、安心な生活を守れないなどとして、再稼働の差し止めなどを求める訴訟を各地で提起。これを認める司法判断が相次いだ。

　福井地裁は一五年四月、関西電力高浜原発３、４号機（福井県）の再稼働差し止めを仮処分決定。再稼働は、憲法一三条などが保障する人格権侵害のおそれがあるとの異例の言及をした。その後、仮処分が取り消されて再稼働したが、大津地裁が今年三月、再び運転停止を仮処分決定した。

　こうした動きがあるにもかかわらず、政府は、規制委が認めた原発を再稼働させる方針を変えていない。経済成長に必要な安定電源を確保するには原発は必要という考え方だ。七月にも四国電力伊方原発３号機（愛媛県）が再稼働する見通し。

　参院選は、大災害が起きても原発を制御できるという考えに立って使い続けるのか、五年余り前の福島第一原発事故を風化させず、原点に立ち返って脱原発を目指すのかが問われる。

　参院選で初めて選挙権を得る石丸さん。事故が起きるまでは原発が身近にあることに違和感はなかったが、今はこう思う。「原発は人間には扱えないのではないか。候補者の原発への姿勢も見極めたい」　（宮尾幹成）
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国保支援の圧縮検討　加入者負担増の恐れも　消費増税再延期のあおり

東京新聞2016年6月15日 朝刊
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　自営業や無職の人らが加入する国民健康保険（国保）への国の財政支援を圧縮する案が、政府内で浮上していることが十四日、分かった。二〇一六年度の二千三百億円弱から一七年度は三千四百億円に増やす予定だが、消費税増税の再延期のあおりで、据え置きや小幅増にとどめることが検討されている。

　市町村が運営する国保は低所得の加入者が多く、構造的に赤字体質にある。一八年度に都道府県に移管することになっており、財政支援が予定通り実施されないと、移管が危うくなる。保険料が上がるなど、加入者の負担が増える恐れもある。

　増税先送りで、政府は社会保障の充実や一億総活躍社会の実現に向け、子育て分野などの財源を新たに確保する必要が出てきた。このため国保への財政支援の一部を回す案が持ち上がった。

　一七年度の三千四百億円投入は、一五年一月の社会保障制度改革推進本部（本部長・安倍晋三首相）で決定し、国と地方は同年二月に合意している。今回の案はそれを変更する形になるため、地方からの反発は必至だ。

　三千四百億円のうち半分の千七百億円は、消費税率を５％から８％に引き上げた増収分から既に工面している。

　残りの半分は、七十五歳以上の医療費を支えるために現役世代が払う支援金の計算方法を段階的に変更し、大企業の社員らの負担を増やすことで捻出（ねんしゅつ）することになっている。

　厚生労働省は、三千四百億円を国保に投入すると、加入者一人当たり年約一万円の財政改善効果があると推計している。

舌戦・参院選（１４日）【１６参院選】
◇アベノミクスは８合目
　公明党・漆原良夫中央幹事会長（金沢市で街頭演説）　民進党の岡田克也さんは「アベノミクスは失敗」と言うが、有効求人倍率、雇用、税収、株価、どこが失敗なのか。アベノミクスはまだ最終章の姿ではない。景気が良くなり、地方の一人ひとりの家計が良くなるのが最終章だ。ようやく８合目まで来た。野党は下山しろと言うが、山の頂上まで登りきるべしと判断をお願いしたい。
◇無責任な野合勢力
　安倍晋三首相（宮城県石巻市で街頭演説）　この戦いはまさに子どもたちの未来を、共産党、民進党、この無責任な野合勢力に託すのか、あるいはこの３年半、日本人の平和と安全を守ってきた自民党、公明党連立政権に託すのか。それを決める選挙だ。
◇自信ないから悪口ばかり
　民進党・枝野幸男幹事長（山形市の集会で）　新聞やテレビで自民党から聞こえてくる話はもっぱら野党の悪口、批判。普通は与党がやりたいことをやって、おかしな点がないか野党が追及する。自分がやったことに自信があるなら堂々と訴えればいい。自信がないから、野党の悪口ばかり言っている。（時事通信2016/06/14-21:02）
２０１６参院選 　比例、自民は業界回帰　野中・元幹事長復党、結束演出　公募の候補者は１人だけ
毎日新聞2016年6月15日　東京朝刊
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参院選比例代表で１２年ぶりの議席獲得を目指す全土連＝東京都千代田区の砂防会館別館で２０１６年５月３０日、水脇友輔撮影
　５月３０日、東京・平河町の砂防会館別館で開かれた全国土地改良事業団体連合会（全土連）の会合には、自民党国会議員らを含む関係者約１０００人が詰めかけた。全土連会長を務める二階俊博総務会長は、参院選比例代表に同党から擁立する元農水省課長を紹介した後、声のトーンを上げた。 
　「これだけの同志がいるということを財政当局に見せる絶好のチャンスだ。頑張るのは候補者ではない。みなさんで力を尽くしていただきたい」 
　全土連が参院選に組織内候補を出すのは２００７年以来、９年ぶり。「財政当局に見せる」とは、もちろん土地改良予算の拡充を指す。業界・団体が比例代表で票を掘り起こし、自民党の議席獲得に貢献する代わりに、当選した政治家を通じて影響力を行使するという「政と業」の関係は、長年の批判をよそに、なお命脈を保っている。 
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土地改良予算は１９９７年度の１兆２２８２億円をピークに減少し、民主党政権の１０年度には２９８１億円まで削減されたが、安倍政権のもとで回復しつつある。１５年度補正予算に環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）対策として９９０億円が計上され、１６年度予算でも３８２０億円を確保した。全土連は「かつてない追い風が吹いている」と意気上がる。 
　会合には前会長の野中広務元幹事長の姿があった。自民党が野党だった１１年４月、「国の補助金をもらっている団体の長が政党に属すべきではない」と離党した後も、全土連への影響力はなお強い。翌日の党役員連絡会で、二階氏はさっそく野中氏の復党を提案。党は今月１３日に復党を認めた。参院選に向けて全土連の結束を固めるには十分な演出だった。 
　比例代表で自民党の総得票に占める候補者個人名票の割合は、０７年の３６・３％から、野党時代の１０年には２４・３％に低下した。政権復帰後、業界・団体の同党回帰が進んだにもかかわらず、１３年も２３・７％とほぼ横ばいだった。 
　このデータは、高齢化などで支持団体の組織力が衰え、有権者に候補者の名前を浸透させるのが難しくなってきたことを示している。全土連の「復権」に二階氏が心血を注ぐのは危機感の裏返しにほかならない。 
　１３年に柘植芳文氏を自民党でトップ当選させた全国郵便局長会は１月に候補予定者を変更し、準備の遅れを取り戻そうと懸命だ。同様に組織内候補を抱える全国農業者農政運動組織連盟（全国農政連）は、ＴＰＰへの不満から内部の足並みがそろわず、支持層が重なる全土連に「かなりの票を食われるのではないか」（農協関係者）と警戒する。 
　自民党は今回、インターネットを通じて比例代表候補を公募し、投票結果を踏まえて１人を公認した。新たな支持層を開拓する試みだ。ただ、これはあくまで例外。２４人の候補予定者（１４日現在）の大半は業界・団体の支援を受ける。野党のときに目指した「業界・団体頼みからの脱却」を、いま口にする党関係者はほとんどいない。【水脇友輔】 
「成長と分配」に信任を＝山口公明代表【各党インタビュー】


インタビューに答える公明党の山口那津男代表＝１４日午前、東京都新宿区の同党本部
　－今回の参院選の争点は。
　自民・公明両党の連立政権は３年余りの取り組みで経済再生、デフレ脱却を進めてきた。かなり成果が上がってきたが、まだ道半ばで、経済の流れを地方や中小企業、個人の家計に及ぼしていくことが課題だ。成長と分配の好循環をつくっていく道筋を国民に信任していただく。
　主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）を機に消費税率１０％への引き上げを２年半延期することを決断した。デフレ脱却を進める一つの政策的対応だ。それらを含めて国民の審判を仰ぐのが与党側の姿勢だ。
　かたや野党、民進・共産両党は安全保障関連法廃止の一点で共闘すると言っている。国民にとっては選挙後の政策や政権への取り組みが大切で、その点で民共のばらつきぶりは甚だしい。安保法廃止一点で共闘と言っても、国民の責任ある判断を求める姿勢ではない。
　－消費税増税の再延期の評価は。
　安倍晋三首相も国民の率直な批判を受け止めると言った上で、大きな判断なので参院選で国民の審判を仰ぎたいとしている。与党としてもその判断を尊重しながら結束して政権を支え、国民のために大きな目的を遂げていこうと一致している。
　－議席目標は。
　選挙区は過去最高の７を達成したい。比例代表は６人以上の当選を確保したい。合わせて１３人以上を目指したい。
　－首相が掲げた「与党で改選議席の過半数」の目標については。
　参院選で国民の審判を仰ぐと首相は言ったので、勝敗ラインが改選議席の過半数となるのは論理必然的なことだろう。
　－仮に達成できなかった場合は退陣する必要があるか。
　選挙に臨む立場としては目標を達成できないことを前提に考えない。改選議席の過半数を必ず取る姿勢で最後まで頑張り抜きたい。
　－自民党との協力には選挙区によって温度差がある。
　初期の戸惑いなどはあったと思うが、多くの選挙区で推薦し合いながら目標を達成していこうという姿勢は浸透しつつある。最終的には好ましい結果が出ると期待している。
　－憲法改正についてのスタンスは。
　このたびの選挙では国民に選択肢を示して選んでもらうほど議論が成熟していない。争点にならないという認識でマニフェスト（政権公約）にも掲げていない。どこをどのように変えていくか、そういう議論が課題だと思うが、今後国会で議論を深めていく。国民の理解を相伴って進めて行く。（時事通信2016/06/14-18:46）
しんぶん赤旗2016年6月15日(水)

首相は「日米同盟の絆　壊す」というが　戦争法こそ未来を壊す

　安倍晋三首相が参院選１人区での遊説先で、「安保法制＝戦争法廃止と立憲主義回復」という大義を掲げた野党と市民の共闘を激しく攻撃しています。

　その一つが、戦争法の問題。「平和安全法制を廃止することになれば、日本とアメリカの信頼の絆は断ち切られ、日米同盟は根底から覆される｣というのです｡

　安倍政権は、「集団的自衛権の行使はできない」という歴代自民党政権の憲法解釈を「根底から破壊」して集団的自衛権の行使を可能にしました。“日米同盟”なら憲法を無視してもいいという姿勢こそ大問題です。

　憲法違反の核心部分である集団的自衛権の行使は、「自衛」と名はついていますが、日本の自衛とも、国民の命を守ることとも関係ありません。日本が攻撃されてもいないのに、同盟国が攻撃されたら一緒に戦争することであり、現実には「自衛」を口実にした米国の侵略戦争への加担です。無法な戦争に日本の若者を駆り立てることです。戦争法廃止で「日米の絆が壊れる」のではなく「米国の戦争への参戦の危険がなくなる」のが真実です。

　安倍首相は「（戦争法廃止を求める）こんな無責任な勢力に、私たちの子どもたちの未来と平和を託すわけにはいかない」などと叫んでいます。しかし、憲法そっちのけの独裁的な「戦争する国」づくりこそ、日本の未来を破壊するものです。

　安倍首相が持ち出す日米同盟＝日米安保条約の条文には、日米が共同で軍事作戦を行うのは、日本の施政権下で日米いずれかに対する攻撃があったとき（５条）と書いてあります。日本の実効支配の及ぶ地域で、外国からの武力攻撃が発生することが前提です。そうした武力攻撃がないのに、日米が一緒に戦争することは安保条約のどこにも書いていません。

　憲法を破るだけでなく、安保条約の条文さえ勝手に乗り越えて、「海外で戦争する国」づくりなど認められません。野党と市民の共闘こそ、未来への希望があります。

産経新聞2016.6.15 07:13更新 
【２０１６参院選】安保関連法「廃止」に集う水と油の民進党と共産党　安倍首相「廃止すれば、日米同盟は根底から覆される」　


　今月７日、国会内に民進、共産、社民、生活の４野党幹部が一堂に会し、ある協定を結んだ。相手は参院選（２２日公示－７月１０日投開票）で野党を支援する市民団体でつくる「市民連合」。安全保障関連法廃止などの要望を受け、民進党の岡田克也代表らが合意文書にサインした。安保関連法廃止は今年２月の野党党首会談でも確認。これが「１人区」の野党候補一本化の後押しとなり、参院選に向けた共闘の旗印となっている。
　とはいえ、野党第一党の民進党と第二党の共産党の安保政策は大きな隔たりがあり、ガラス細工の共闘というのが実相だ。
　民進党は旧民主党時代の今年２月、安保関連法の廃止法案と合わせ、同法の「対案」となる領域警備法案など３法案を提出した。岡田克也代表も今月１０日に会談したケネディ駐日米大使に対し、安保関連法を「白紙に戻す」と説明したのと同時に、日米同盟の重要性も強調した。
　だが、共産党は綱領で日米安保条約を「対米従属的な軍事同盟」だとして廃棄を主張しており、民進党とは根本的な立ち位置が異なる。共産党は野党共闘に「綱領を持ち込まない」（志位和夫委員長）としているが、そもそも自衛隊を合憲とする民進党と、違憲とする共産党は水と油のような関係だ。
　にもかかわらず、共産党の小池晃書記局長は１２日のＮＨＫ番組で「なぜ共産党が今までの方針を変えて野党共闘に踏み切ったか。（安倍晋三政権が）憲法を破壊する政治だからだ」と述べた。裏を返せば、選挙目当てで主張を変質させたともいえる。
　こうした野党共闘をあざ笑うかのように、日本を取り巻く安全保障環境は緊張を高めるばかりだ。今年に入ってからも北朝鮮は核実験と弾道ミサイルの発射を強行。岡田氏が安保関連法廃止の必要性をケネディ氏に訴えた直前の今月９日、中国海軍は尖閣諸島（沖縄県石垣市）周辺の接続水域に初めて軍艦を侵入させた。
　南シナ海に目を転じれば、中国が人工島を造成し、軍事拠点化を急いでいる。中国の不当な現状変更の試みは紛争を誘発しかねず、日本のシーレーン（海上交通路）である南シナ海の航行の自由が制限され、日本に死活的な損害をもたらす可能性がある。
　東アジアを“世界の火薬庫”としかねない中国と北朝鮮の軍事的脅威に危機感を抱く安倍首相が、民共勢力の弱点を見逃すはずがなかった。全国各地の街頭演説で民共勢力への批判を繰り返す首相は、１４日に盛岡市内で行った街頭演説でも「民進党も共産党も平和安全法制（安保関連法）を廃止すると言っている。廃止すれば、日米の絆を断ち切り、日米同盟は根底から覆される」と訴えた。
　日本の主権や経済権益を侵しかねない脅威が眼前に迫っても、日米同盟による抑止力を強化する安保関連法に反対を唱える民共勢力に、首相は「こんな無責任な人たちに子供たちの未来や平和、安全を託すわけにはいかない」とのいらだちを隠さない。
　一方、おおさか維新の会は参院選公約で、集団的自衛権行使の要件を厳格化し「日本周辺の同盟国軍」に限定することを掲げた。安保関連法に対しても「違憲の疑い」と指摘し、与党とも４野党とも異なる立場をアピールしている。（松本学、冨永順一）
　◇
　アベノミクスの継続をはじめとする経済政策を最大の争点に掲げる与党と、安倍政権打倒で共闘する野党。参院選で争点となる注目の政策を分析する。
「甘利氏、きちんと説明する責任ある」民進・岡田代表
朝日新聞デジタル2016年6月14日18時56分
■岡田克也・民進党代表
　ここは甘利（明）さんの選挙区ですね。国会が終わって、記者会見をされたようです。だいぶ病状が良くなった。なぜ国会が終わるまで出てこられなかったんでしょうか。いろんな説明が求められているはずです。ご自身のことも、秘書のことも、きちんと説明する責任がある。それを、避けているのはいったいどうしたことか。
　国会終わってからやったというのは、安倍（晋三）総理ご自身がそう。消費税の引き上げを先送りするっていうのは、国会が終わったその日に、夜やっているんですよ。「新しい決断だ」と。こういうやり方がまかり通っている。国民に対して、あまりにも不正直です。（神奈川県大和市での街頭演説で）
民進 岡田代表 安倍政権下での改憲の是非問う選挙
ＮＨＫ6月14日 18時27分
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民進党の岡田代表は神奈川県大和市で街頭演説し、来週公示される参議院選挙について、「安倍総理大臣は争点を隠そうとしている」と述べ、安倍政権の下での憲法改正の是非が問われる選挙だという考えを重ねて強調しました。
この中で民進党の岡田代表は、来週２２日に公示される参議院選挙について、「安倍総理大臣はことし１月に、改憲勢力で３分の２の議席を目指すと言った。争点を隠そうとしており、私は絶対に許さない。憲法改正は争点ではないと言っても、参議院で３分の２の議席を取れば、安倍総理大臣は必ずやる」と述べました。
そのうえで、岡田氏は「海外にどんどん自衛隊を出してアメリカ軍と共に戦えば、殺されたり殺したりすることが、ごく普通に起きるようになる。そういう国を選び取るのか。それとも、今の憲法の平和主義を、しっかり骨格として持って、これからの安全保障政策を進めていくのか、これは本当に大きな分かれ道だ」と述べ、安倍政権の下での憲法改正の是非が問われる選挙だという考えを重ねて強調しました。
しんぶん赤旗2016年6月15日(水)

安倍首相の恥ずべき野党攻撃

　参院選に向けた遊説で野党共闘を攻撃している安倍晋三首相。その中身をみてみると―。

「経済政策がない」　破綻の路線　固執の政権

　「野党はまとまった経済政策がない。一昨日も批判、昨日も批判、今日も批判ばかりだ」―「アベノミクス」批判をかわそうと安倍首相は“野党は対案がない”と攻撃します。

　しかし、野党は、戦争法廃止以外の問題でも、「『アベノミクス』による国民生活の破壊、格差と貧困を是正する」と確認し、共通政策を豊かに発展させています。野党が共同提出した１５本の法案、市民連合と交わした要望項目で１９項目を共通政策として確認しています。

　経済政策では、保育士や介護・福祉職員の賃上げ、児童扶養手当増額、長時間労働の法的規制、最低賃金の１０００円以上の引き上げ、給付制奨学金の創設、累進所得税・法人課税と資産課税のバランス回復による公平な税制の実現―などを掲げています。大企業と富裕層を応援する安倍政権に対して、国民の暮らしを応援して経済をよくするという対抗軸は明りょうです。

　これに対し、安倍首相は「景気がよくなったという感じがないよという方がたくさんいらっしゃる」とアベノミクスの行き詰まりを認めざるをえず、「新３本の矢」も一言もふれられません。

　「アベノミクスのエンジンを最大限ふかせていく」と破たんした路線に固執し、まともに経済政策を語ることができないのは首相のほうです。

「実態は民共共闘」　大義は明確　野党＋市民

　「『野党統一候補』というと聞こえはいいが、実態は共産党と民進党の統一候補だ」

　安倍首相は、野党統一候補に対し「民共共闘」などと攻撃しています。

　しかし、野党統一候補は、日本共産党、民進党、社民党、生活の党の５党党首会談（２月１９日）での、選挙協力合意に基づいて成立したもので、「民共共闘」などという狭い枠組みではありません。「安保法制廃止と立憲主義回復」という、共闘の大義も明確に確認されました。それぞれの地域では、４党以外に新社会党や緑の党などが共闘に参加しています。

　何より、野党共闘は、戦争法廃止へ「野党は共闘」と求める、市民の強い後押しで生み出されました。

　学生、学者、ママ、労働組合や市民団体でつくる「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」（市民連合）は４野党に粘り強く働きかけ、野党統一候補との協定書を締結しています。政策要望も提起し共闘の基礎となる「共通政策」にも反映されています。統一候補は「野党プラス市民」という広い基礎を持つものです。

　安倍首相が、これを「民共共闘」と矮小（わいしょう）化するのは、共闘のさらなる広がりを恐れるからです。日本共産党と民進党の政策的立場の違いを悪意で強調し、共闘の大義をゆがめる一種のデマ攻撃です。

戦争法で「日米助け合える」　事実ゆがめ　同盟を美化

　安倍首相は、日米同盟を「希望の同盟」などと美化して野党を攻撃しています。しかし、その言い分は事実をゆがめた欺瞞（ぎまん）そのものです。

　「平和安全法制が成立して、日本を守るために日米が助け合えるようになった。北朝鮮が弾道ミサイルを発射したときも今まで以上に連携して対応できた」

　そもそも北朝鮮が弾道ミサイルを発射した２月７日時点で安保法制＝戦争法は施行されていないので、何の役にも立っていないはず。

　日本への弾道ミサイル攻撃が発生すれば、それは「日本有事」であり、戦争法ではなく、従来の法制で対応できます。

　「共産党の政策は日米同盟の廃棄だ。熊本地震で頑張った自衛隊を解散すると綱領に書いているのは共産党だ」

　自衛隊について言えば、災害救助で頑張っている自衛隊員を戦地に送り、「殺し・殺される」道に踏み込ませようとしているのが自民・公明両党です。

　イラクやインド洋に派兵した自衛隊員は今なお心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）に苦しみ、５４人が自殺しています。

　若者たちに「希望」どころか、絶望を与えようとしているのです。

「参院選の争点は経済と憲法・平和主義」　民進・江田氏
朝日新聞デジタル2016年6月15日00時54分
■江田憲司・民進党代表代行
　（参院選の争点について）大きく二つある。
　一つは景気・経済と、それと密接に関連する社会保障の問題。（安倍政権の）アベノミクスを継続しますか、それとも新しい経済政策に転換しますか――という点だ。
　２点目はやはり、憲法と平和主義、民主主義（の問題）。違憲の安保法制を強行して自衛隊を地球の裏側まで派遣していいのか。さらに言えばメディアへの圧力などで、報道の自由、表現の自由が危なくなっているけれども、ここは民主主義の根幹だ。（参院選は）それを守るための戦いだと、我々は位置づけている。（ＢＳフジの番組で）
産経新聞2016.6.14 23:28更新 
【２０１６参院選】民進・江田憲司代表代行　野党４党と市民連合の合意は「政策協定ではない」　他党は使用しているのに「報道が間違い」と主張

民進党の江田憲司代表代行（斎藤良雄撮影） 
　民進党の江田憲司代表代行は１４日夜のＢＳフジ番組で、民進、共産、社民、生活の野党４党幹部と、参院選で野党を支援する市民団体で構成する「市民連合」が今月７日に交わした政策合意について「市民連合と民進党は政策協定を結んでいない」と明言した。民進党をのぞく３党はすべて党ホームページなどで「政策協定」と表現しているが、江田氏は「報道が間違い」と主張した。
　江田氏は「市民連合の要望書をしっかり受け止めた上で、ともに参院選を全力で戦おうということで合意した」と説明した。
　合意項目には安全保障関連法廃止などのほか、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設に関し、「沖縄の民意を無視した辺野古新基地建設の中止」も含まれている。だが、民進党の岡田克也代表は１０日に会談したケネディ駐日米大使に対し、辺野古への移設推進が党の方針だと伝えていた。
　会談に同席していた江田氏も番組で「県内、県外で代替機能を持つところがない以上、辺野古移設の方針はやむを得ず維持している」と述べた。同時に「県民の意思をふみにじるようなやり方での辺野古移設には反対だ」とも説明した。
　共産党は参院選の公約で辺野古移設に関して「新基地建設を断念」と明記している。
産経新聞2016.6.14 23:01更新 
「岡田克也代表は辞めるべきだと思った時は辞める。舛添さんとは違う」　民進・江田憲司代表代行が強調　赤字国債発行発言は「岡田氏の口が滑った」
　民進党の江田憲司代表代行は１４日夜のＢＳフジ番組で、岡田克也代表が参院選の目標獲得議席を明言していないことについて、「結果を受けて辞めるべきだと思ったときはお辞めになる。結果が出たら岡田さんという人は自分でちゃんと判断する。舛添（要一東京都知事）さんとは違う」と強調した。
　岡田氏が来年４月の消費税率１０％への引き上げ延期を主張した５月の党首討論で、社会保障の財源として赤字国債の発行に触れたことについては、「自民党席から『財源はどうするんだ』とヤジが飛んで思わず口が滑った。基本的には行財政改革でやる」と強調。その上で「どうしても足りないところは、岡田さんは正直だから『赤字国債』と言ったまでだ」と述べ、岡田氏の発言を“修正”した。
産経新聞2016.6.14 22:49更新 
【２０１６参院選】「気をつけよう、嘘つきは泥棒の始まり」　民進・江田憲司代表代行が安倍首相に反論
　民進党の江田憲司代表代行は１４日夜のＢＳフジ番組で、参院選に向けた民進党と共産党の共闘を「気を付けよう、甘い言葉と民進党」と“揶揄”している安倍晋三首相に対し、「甘い言葉よりも嘘つきの方が悪いのではないか。『気をつけよう、嘘つきは泥棒の始まり』」と反論した。前回の衆院解散の際、安倍首相が消費税増税について「再び延期することはない」と述べたことなどが念頭にあったとみられる。
「暴走止める」、写真なし＝社民参院選ポスター【１６参院選】


参議院選挙ポスターを発表する社民党の吉田忠智党首＝１４日午後、東京・永田町の同党本部
　社民党は１４日、参院選のポスターと公約を発表した。ポスターでは写真を一切使わず、大きな文字で「アベ政治の暴走を止める」とのスローガンを掲げた。吉田忠智党首は記者会見で「今回の参院選はこれに尽きる。戦争法（安全保障関連法）廃止を求めて立ち上がった国民の声を集約した言葉だ」と力説した。
　公約では、自衛隊の装備や活動を制限する「平和創造基本法」や、２０２５年までの実現を目指す「脱原発基本法」制定を明記。安倍晋三首相が再延期を表明した消費税増税に関しては「先送りではなく中止」を主張し、富裕税創設など格差是正に向けた税制改革に取り組む方針も盛り込んだ。　（時事通信2016/06/14-16:46）
社民の参院選公約「アベ止める」　平和憲法堅持と脱原発

共同通信2016/6/14 20:10

　社民党は14日、参院選公約を発表した。平和憲法の堅持や消費税再増税中止を掲げた。2025年までに脱原発を実現する「脱原発基本法」の制定、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の辺野古移設に明確に反対するなど民進党との違いを打ち出した。キャッチフレーズは「アベ政治の暴走を止める」とした。

　吉田忠智党首は記者会見で「憲法改悪を阻止できるかどうかが懸かっている。与党を過半数割れに追い込むため、野党4党がしっかり協力して戦う決意だ」と訴えた。

参院選 　社民党が公約発表「アベ政治の暴走を止める」
毎日新聞2016年6月14日　19時06分（最終更新　6月14日　19時55分）
　社民党は１４日、参院選の公約を発表した。「アベ政治の暴走を止める」をキャッチフレーズに、憲法改正の阻止▽消費税率の引き上げ中止▽環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）参加反対などを重点政策に掲げた。 
　吉田忠智党首は記者会見で「党の独自性として沖縄政策、脱原発を詳しく書き込んだ」と語った。米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の移設問題では、名護市辺野古での代替施設の建設反対に加え、普天間飛行場の撤去を明記した。 
　また、脱原発は既存原発の再稼働反対と、九州電力川内原発の即時停止を強調。富裕層や大企業への課税強化による財源確保や医療分野での消費税率ゼロ、給付型奨学金の創設など社会保障の充実を訴えた。【松本晃】 
社民党公約（要旨） 
◆平和憲法の理念に沿った「戦争をしない国」を目指す 
・集団的自衛権の行使を容認した閣議決定を撤回。安全保障法制の廃止 
・米軍普天間飛行場（沖縄県）閉鎖・撤去と県内への移設断念 
・「日米地位協定」の全面改正 
◆くらしと雇用を再建 
・消費税率１０％への引き上げを中止 
・所得税の累進性強化や中小企業を除いた法人税率の引き上げなど公平・公正な税制抜本改革を実現 
・最低賃金を時給１０００円に引き上げ、１５００円を求める 
・地域医療を守り、医療分野にかかる消費税率をゼロにする 
◆すべての若者に居場所と希望をつくる 
・被選挙権の当面５歳引き下げを目指す 
・教育予算を国際標準の国内総生産（ＧＤＰ）５％水準に引き上げ 
・大学等の学費無償化を目指す。給付型奨学金制度の創設 
◆原発再稼働に反対 
・原発の新増設は白紙撤回し、既存原発の再稼働に反対。九州電力川内原発は即時停止 
◆環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）参加に反対 
・ＴＰＰ協定案の国会承認を阻止 
◆「人間の復興」 
・被災者生活再建支援制度の上限を最高５００万円に引き上げ 
原発ゼロへ転換を＝新党改革公約【１６参院選】
　新党改革は１４日、参院選公約を発表した。安倍政権の経済政策「アベノミクス」や、消費税増税の再延期方針への支持を明記。一方、エネルギー政策では、政府・与党に「原発ゼロに向けた政策転換」を要求。憲法については「改正は時期尚早だ」との立場を取り、政権と一線を画した。　
　公約では、連携を強める民進、共産両党などを「政策なし、批判だけ、選挙目当ての野合」と批判。新党改革を「提案型政党」「保守リベラル政党」と位置付け、安倍政権に是々非々で臨む姿勢を強調した。環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に関しては、日本が早期発効に向けて関係各国をリードすべきだと主張した。（時事通信2016/06/14-21:01）
参院選 　新党改革が公約発表　「脱原発」柱に
毎日新聞2016年6月14日
新党改革は１４日、参院選公約を発表した。「脱原発」を柱に、アベノミクスを後押しする立場から成長戦略を強調した。また憲法改正は「発議までには時間をかけるべきで、機が熟していない。時期尚早」として慎重な議論を求めた。 
　脱原発の具体策として、各家庭のガス給湯器をエネファーム（水素燃料電池）に置き換え、原発は不要と主張。独自策として「医療大麻の研究推進の早期実行」を訴えた。【野口武則】 
新党改革公約（要旨） 
◆安心と希望の社会保障と医療 
・国民年金、介護保険、医療保険の一本化 
・医療大麻の研究実行 
◆働く、学ぶ 
・最低賃金を１０００円に近づける 
・幼稚園、保育園の増設、費用の無料化検討 
◆「超」原発社会へ 
・ガス給湯器をエネファーム（水素燃料電池）に置き換え、原発は不要に 
◆経済成長の「質」戦略 
・環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）は国会承認 
・消費増税再延期を評価。財源は労働保険特別会計積立金を活用 
◆脱原発 
・地域が主役となり再生可能エネルギー導入 
・ライフスタイルの転換 
◆外交・安全保障 
・米軍普天間飛行場の移設先に下地島空港を使用する選択肢を調査検討 
◆「大いに議論」憲法 
・改憲発議までには時間をかけるべき。憲法改正は時期尚早 
◆政治改革と行政改革 
・衆院選の重複立候補制度の見直し 
・参院選の都道府県単位の代表制は憲法改正議論にのせる 
旧みんな、散り散りの参院選…「仲間」と対戦

読売新聞2016年06月15日 10時46分



渡辺元代表

　参院選では、旧みんなの党（２００９～１４年）の出身者らが散り散りになって選挙に臨もうとしている。同党が先駆けとなった「第３極政党」ブームはすでに失速しており、いずれも生き残りに必死だ。

　６年前に比例選に立候補（後に繰り上げ当選）した真山勇一氏は今回、民進党公認で神奈川選挙区（改選定数４）に出馬する。同氏は１４日、藤沢市で街頭演説し、「特定の団体、組織の支援を受けない。自分の信念に基づいて政治をやっていける」と述べ、みんなの党の売りだった「しがらみのなさ」を訴えた。

　同選挙区では、１０年にみんなの党公認で当選した中西健治氏も再び出馬する。今回は自民党推薦で立候補する中西氏は１１日、ＪＲ横浜駅前での演説で、「アベノミクスを逆回転させてはいけない」と声をからした。

　みんなの党出身者が与野党にわかれて戦うことについて、真山氏は「かつての仲間として残念でならない」と話す。

　このほか、新党改革から比例選に出馬予定のみんなの党出身者もいる。

　みんなの党は、最盛期には３６人の所属議員を誇った。だが、代表の渡辺喜美氏と幹部らの路線対立から１３年１２月に分裂。その後、８億円の借金が明らかになったことを受けて渡辺氏が辞任し、１４年１１月に解党の憂き目にあった。解党直後の１４年１２月の衆院選で落選した渡辺氏はその後、みんなの党の復活を目指したが果たせず、今回は参院へのくら替えを決意。おおさか維新の会から「一兵卒」として比例選に出馬する。

しんぶん赤旗2016年6月15日(水)

全国どこでも時給１５００円必要　全労連「大幅引き上げを」　最低生計費試算調査
	[image: image13.jpg]



（写真）会見する全労連の斎藤常任幹事（中央）ら＝１４日、厚労省


　全労連は１４日、加盟する労働組合が中心になって実施した最低生計費試算調査の結果を発表しました。全国どこでも月額２２万～２５万円、時給換算で１５００円以上が必要だとしました。同日に始まった中央最低賃金審議会に大幅引き上げを求めていくとしています。

　２５歳単身者の１カ月の生活に必要な月額賃金（税込み）は、最低の広島県で２１万９９１円（時給１４０７円、現在の最低賃金額７６９円）、最高の静岡県で２５万１４９０円（時給１６７７円、同７８３円）です。時給換算は平均所定内労働時間に近い１５０時間で割ったものです。

　この調査は、労働者が健康的で文化的な人間らしい生活をするためにどれくらいの費用がかかるのかを明らかにするために、各地で実施。生活実態調査をもとに積み上げて算定。年額に換算すると２７０万～３００万円前後になるとしています。

　北海道、岩手県、福島県、静岡県、新潟県、愛知県、広島県の各調査は昨年から今年にかけて、徳島県、香川県の各調査は２０１２年に実施した調査の結果です。

　厚生労働省で会見した全労連の斎藤寛生常任幹事は「地域間格差は当然だという議論があるが、本当にそうかという点から科学的に検証する立場で取り組んだ」と語りました。
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最低賃金 　審議開始　厚労相「引き上げ、消費喚起を」
毎日新聞2016年6月15日　東京朝刊
　２０１６年度の最低賃金の目安を審議する厚生労働相の諮問機関「中央最低賃金審議会」の初会合が１４日、あった。非正規労働者が約４割となる中、安倍晋三首相は時給を１０００円に引き上げると公言しており、審議会の議論が注目される。 
　この日、塩崎恭久厚労相は「最低賃金の引き上げで消費喚起を図り、生活水準の底上げを図ることが大事」と述べ、年率３％の引き上げを目指すとした政府の決定を酌んだ審議を求めた。 
　前年度、引き上げは１８円と過去最大となり、全国平均は７９８円だった。「年３％」を実現するには約２４円の引き上げが必要だが、「１０００円」の達成は２０年の東京五輪以降になる。 
　審議会の小委員会が７月末を目標に目安となる金額を作成後、各都道府県の地方最低賃金審議会が具体額を決め、１０月には新たな最低賃金が適用される予定だ。 
払えるかでなく生活できるかで 
　「生活できる賃金かどうかで最低賃金を考えてほしい」。「最低賃金１５００円」を求める学生らのグループ「エキタス」のメンバーの原田仁希（にき）さん（２６）は訴える。エキタスの運動は、若者や非正規の共感を呼び、関心を示す経営者も出てきたという。 
　最低賃金は、春闘の賃上げや物価などの指標をもとに議論されるが、企業の支払い能力も大きな要素となる。だが、原田さんは「企業が払えるかでなく、人らしい生活が成り立つのかを中心に（額を）検討すべきだ」と考えており、同時に中小企業に対する支援強化も呼びかけている。 
　昨年秋から次第に広がってきた運動。６月４日に東京都渋谷区で行ったデモには約４００人が参加し、「時給１５００円」のコールに手を振る若者の姿がみられた。【東海林智】 
ＴＰＰにＱ＆Ａ　農水省がサイト、選挙前に不安払拭 
日経新聞2016/6/14 20:49
　環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）に関する疑問にお答えします――。農林水産省は14日、こう題した説明資料をホームページ上で公表した。自民、公明両党の連立政権として７月10日投開票の参院選を前に、農家の不安を払拭する狙いがある。
　説明資料は「合意内容は（コメなど重要５項目の保護を求めた）国会決議とほど遠いのでは」「輸入米が増加して米価が下がるのでは」など、ＴＰＰへの16個の疑問に答える形式をとった。
　農林水産品の約２割は関税撤廃の例外となったことなどを理由に「国会決議の趣旨に沿っている」と説明。交渉で決まったコメの輸入量に相当する国産米を政府が買い入れることで価格への影響も防げるとした。
　森山裕農相は同日の閣議後会見で「ＴＰＰに関して十分な理解を得られていないと感じる。資料を活用して払拭できるように努めたい」と語った。
産経新聞2016.6.15 12:10更新 
卒業生を訪ねて反安保ビラ渡す　東大阪の市立中女性教員を口頭注意　保護者「行き過ぎでは」
　大阪府東大阪市の市立中学校に勤務する６０代の女性教員が今春、卒業生宅を訪れ、卒業時に書いた作文を返却するとともに、安全保障関連法への反対署名を求めるビラを手渡していたことが、分かった。市教委は「軽率であり、教員の政治的中立性に疑念を抱かせる恐れがある」として口頭で注意し、女性教員も市教委に「今後は同様の行為を行わない」と陳謝した。
　市教委によると、女性教員は今年１月、成人式を迎えた同校の卒業生が開催した学年同窓会に出席。卒業生たちが未来の自分に向けて書いた「２０歳の自分に」と題する作文を返したが、欠席者も多かったため女性教員が後日、欠席者宅を訪れることになった。
　女性教員は春休みに入った３月下旬から４月にかけ、卒業生約３０人の自宅を訪問。このうち自分が担任を務めるなどし、保護者とも面識があった二十数人の自宅で作文を返却する際、一緒に安保関連法への反対署名を求めるビラを手渡した。保護者が応対することもあれば、卒業生が受け取ったケースもあったという。
　市教委によると、ビラは安保関連法に反対している全日本教職員組合（全教）が作成したものだった。
　女性教員によるビラの手渡しは、保護者から市教委に「行き過ぎではないか」と匿名の電話が寄せられ発覚。女性教員に確認したところ、事実関係を認めた。
　市教委は女性教員のほか、監督者として同校校長を口頭注意とした。
　今回のケースについて市教委は「すでに女性教員と卒業生に利害関係はなく、ビラも特定の政党を支持するものではなかったが、教員という身分は社会への影響力があり、政治的中立性について一層の慎重さが求められている」と話している。
遠洋航海実習中の高校生 参院選で投票できず
ＮＨＫ6月15日 12時05分
選挙権年齢が１８歳以上になって初めての国政選挙となる来月の参議院選挙で、遠洋航海をしている水産高校などの実習生が、選挙権があっても投票できない状況になっていることが分かりました。船員に認められているファックスを使った投票が、実習生には認められていないためで、投票できない実習生は少なくとも７校の８０人に上っています。
来週２２日に公示、来月１０日に投票が行われる参議院選挙で、沖縄や鹿児島など、全国の少なくとも７つの水産高校などの実習生合わせて８０人が、選挙期間に遠洋航海をしているため、１８歳以上で選挙権があっても投票できない状況になっていることがＮＨＫの取材で分かりました。
国政選挙では、海外で航海をしている船員であっても、船の上からファックスを使って投票できる「洋上投票」の制度がありますが、総務省選挙課によりますと、実習生は「船員」と見なされず利用できないということです。
総務省選挙課は「選挙権年齢の引き下げを検討していた段階では、実習生が洋上投票できなくなる事態を想定していなかった。現状では『船員法』などの法律を改正しないと、実習生の投票を認めることは難しく、今後検討していかなければならない」としています。
遠洋航海をしている高校からは「実習生が投票の機会を得られるようにしてほしい」などと、国に制度の見直しを求める声が上がっています。
北海道では１４人が投票できず
北海道では、今月４日から来月２１日まで実習船「北鳳丸」で遠洋航海に出ている、道立の小樽水産高校と函館水産高校の実習生合わせて１４人が、１８歳以上で選挙権があっても投票できない状況になっているということです。
小樽水産高校の芹澤良通校長は「道の教育委員会を通じて事情を聞いていたので、今回投票できないことは乗船前に生徒に伝えていた。次回以降の選挙では同じことが起きないよう、制度を改めてもらいたい」と話しています。
ＰＡＣ３の迎撃範囲拡大へ 来年度から改修に着手
ＮＨＫ6月15日 5時48分
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北朝鮮による弾道ミサイルの発射が相次ぐなか、防衛省は迎撃能力の向上を急ぐ必要があるとして、来年度から、地上配備型の迎撃ミサイルＰＡＣ３の迎撃範囲を広げる改修に着手し、５年後をめどに運用開始を目指すことになりました。
防衛省は、北朝鮮が弾道ミサイルを発射する兆候がある場合には、地上配備型の迎撃ミサイルＰＡＣ３や、海上配備型の迎撃ミサイルＳＭ３を備えたイージス艦を展開させて警戒にあたっています。
ただ、防衛省は、ことしに入って北朝鮮が弾道ミサイルを相次いで発射するなか、このＰＡＣ３の迎撃能力の向上を急ぐ必要があるとして、来年度から迎撃範囲を広げるため、レーダー装置や発射機の改修に、順次着手することになりました。
このシステムはアメリカがすでに導入を始めているもので、改修が行われれば、これまで数十キロとされていた迎撃範囲が広がるほか、複数のミサイルが同時に発射された場合の対処能力も向上するということです。
また、追尾能力も向上し、戦闘機や巡航ミサイルへの対処もより迅速に可能になるということです。
防衛省は、来年度予算案の概算要求に必要な経費を新たに盛り込む方向で検討しており、５年後をめどに改修を終えて、順次運用を目指すことにしています。
中国軍艦に連携対応＝中谷防衛相、米司令官と会談
　中谷元防衛相は１４日、防衛省で米太平洋艦隊のスウィフト司令官と会談した。沖縄県・尖閣諸島の接続水域に中国軍艦が入ったことを受け、日米で連携して対応していくことを確認。中谷氏は、東シナ海で日米の同盟関係を明示する取り組みを行うことが重要だとの考えを強調した。
　一方、中谷氏は沖縄県で起きた米軍属による女性殺害事件や、米兵の酒酔い運転事故について遺憾の意を伝え、「日本の法律を順守し、厳正な対処をお願いしたい」と求めた。スウィフト氏は「再発防止に努めたい」と述べた。　（時事通信2016/06/14-18:48）
中国海軍艦艇の動き受け 日米の緊密連携を確認
ＮＨＫ6月14日 20時28分
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中谷防衛大臣は、アジア・太平洋地域を担当するアメリカ海軍の司令官と会談し、中国海軍の艦艇が沖縄県の尖閣諸島周辺の接続水域に初めて入ったことを受けて、地域の平和と安定のために、日米両国がより緊密に連携していくことを確認しました。
日本を訪れているアメリカ海軍太平洋艦隊のスウィフト司令官は、１４日防衛省を訪れ、中谷防衛大臣と会談しました。
この中で中谷大臣は、今月９日に中国海軍の艦艇が沖縄県の尖閣諸島周辺の接続水域に初めて入ったことについて、「東シナ海において日米同盟のプレゼンスや抑止力を明示する取り組みを進めることが重要であり、地域の平和と安定のために、引き続き太平洋艦隊と協力していきたい」と述べました。
これに対しスウィフト司令官は、「日米間のさまざま訓練を通して、連携をさらに強めていきたい」と述べ、日米両国がより緊密に連携していくことを確認しました。
また中谷大臣は、沖縄県でアメリカ海軍の兵士が酒に酔った状態で車を運転し衝突事故を起こしたとして逮捕されたことについて、「沖縄で女性が殺害され、米軍属が逮捕される事件が起き、哀悼する期間中の事案であり、非常に遺憾で残念だ」と述べ、日本の法律の順守と規律の徹底を求めました。これに対しスウィフト司令官は、「まさに遺憾で、受け入れられない行動であり、しっかり受け止め、再発防止に努めたい」と述べました。
県民大会、自公参加せず＝米軍属事件抗議「実行委で」－沖縄
　米軍属による女性暴行殺人事件に抗議する県民大会について、自民党沖縄県連は１４日、「今の状況では参加できない」との見解をまとめた。翁長雄志知事を支持する市民団体「オール沖縄会議」が単独で主催することに反発した。公明党も参加しない方向で、超党派での開催は見送られる。
　県民大会はオール沖縄会議の主催で今月１９日に那覇市で開催される。米軍普天間飛行場（宜野湾市）の県内移設断念や、米海兵隊の沖縄撤退を求める決議が採択される見通し。
　自民、公明両党は全党派が参加する「実行委員会」主催で大会を開くべきだとしている。自民県連の具志孝助幹事長は那覇市で記者団に「純粋な追悼大会であるべきで、政治的要望を持ち込むべきではない」と述べた。公明党沖縄県本部の糸洲朝則代表も「党派を超えて県民が集まる大会にしてほしい」と語った。　（時事通信2016/06/14-19:26）
自民沖縄県連は不参加　米軍属事件抗議の県民大会　「開催手法、決議内容が一方的」

琉球新報2016年6月15日 05:02 
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オール沖縄会議主催の県民大会への不参加について発表する自民党沖縄県連所属の県議ら＝１４日、沖縄県議会
　自民党沖縄県連は１４日、米軍属女性暴行殺人事件に抗議する１９日の県民大会について、党派を超えた実行委員会が組織されていないことや、米軍普天間飛行場の県内移設断念などを盛り込む見込みの大会決議内容が一方的だなどとして「今の状況では参加することができない」との見解を発表した。
　会見で県連の照屋守之副会長は、大会を主催するオール沖縄会議から正式な協力依頼がないとして「開催や大会決議を決める前の段階で、超党派の取り組みを模索すべきだった」と批判。「県民大会を選挙の最中に行うことにも一つの疑問を感じる」などと超党派での取り組みを求めた。
　これに先立つ１４日午前、島尻安伊子沖縄担当相は閣議後会見で県民大会について「自民党県連としては出席しない」と述べ、参加しない考えを明らかにした。
【速報】舛添都知事が辞職願提出　 

　東京都議会関係者によると、舛添要一知事は１５日午前、議長に辞職願を提出した。辞職は２１日付。
共同通信2016/06/15 11:32

舛添氏が辞職の意向＝政治資金流用で責任－都議会の不信任前に


登庁する東京都の舛添要一知事＝１５日午前、東京都新宿区
　東京都の舛添要一知事は１５日午前、政治資金流用をはじめとする公私混同問題の責任を取り、辞職する意向を固めた。午前にも都議会議長に辞職願を提出する見通し。同日午後の都議会本会議で自民、公明、共産、民進各党など、全会派が共同提出した不信任決議案が可決される見通しだったが、都政の混乱を避けるため、その前に自ら身を引く形となる。
　関係者によると、不信任案は取り下げる方向。舛添氏は午後に記者会見し、正式に辞職を表明するとみられる。
　舛添氏をめぐっては、高額な海外出張費や公用車を使った週末の別荘通いに加え、私的な飲食費や家族と宿泊したホテル代を、政治資金から支出していた問題などが噴出。都民や都議会からの批判が高まっていた。
　知事の辞職には議会の同意が必要。公職選挙法の規定では、辞職の申し出を受けた議長が選挙管理委員会に通知した翌日から５０日以内に知事選が行われる。７月１０日投開票の参院選と都知事選の同日選は困難とみられ、知事選の告示日は７月１０日以降に設定される方向だ。
　現金受領問題で２０１３年１２月に引責辞任した前任の猪瀬直樹氏と同様、２代連続で「政治とカネ」の問題で辞職に追い込まれることになる。
　舛添氏は、猪瀬氏の辞職に伴う１４年２月の都知事選に出馬。自民党都連と公明党都本部の推薦を得て、約２１１万票を集めて初当選した。　（時事通信2016/06/15-10:46）
舛添都知事 　与野党、次の都知事選にらむ　辞職願提出
毎日新聞2016年6月15日　12時15分（最終更新　6月15日　12時19分）
　東京都の舛添要一知事が辞職願を提出したことを受け、与野党は１５日、次の都知事選をにらんで動き出した。２２日に公示される参院選の準備と並行して候補者を探す難しい対応を迫られそうだ。 
　自民党の茂木敏充選対委員長は１５日午前、東京都選出の萩生田光一官房副長官と党本部で会談した。茂木氏は１４日夜にも安倍晋三首相と東京都内で会い、舛添氏の問題について意見交換した。ただ、党内には「次の都知事選を自民党が主導することはない。反省すべきだ」（幹部）という意見もある。 
　与党は参院選への影響に神経をとがらせている。今回改選を迎える自民党参院議員は「地元事務所に抗議の電話が相次いでいた。辞職を決断してくれてよかった」と述べた。 
　一方、民進党の岡田克也代表は１５日午前、「もっと早く意思決定してもらいたかった」と記者団に語った。猪瀬直樹前知事に続き、自民党が支援した知事が政治資金問題で辞職に追い込まれたことに対し、岡田氏は「前知事を含めて混乱が続いている。首相と自民党の責任は重い」と批判。知事選への候補者擁立に関しては「現時点では白紙」としたうえで、「混迷した都政を刷新できる勝てる候補が必要だ」と述べた。【飼手勇介、野口武則】 
舛添知事が辞職願提出 各政党は
ＮＨＫ6月15日 12時25分
舛添知事が辞職願を提出しました。各政党の幹部は「遅きに失した」などと話しています。
自民 二階総務会長「やむをえない」
自民党の二階総務会長は、大分県由布市で記者団に対し「短い期間で都知事が交代するのは大変残念だが、ここのところの流れからすれば、やむをえない。われわれ関係者も含めてしっかりと反省のうえに立って、これから立派な知事を選び出す努力をしなければならない」と述べました。
民進 岡田代表「総理の責任重い」
民進党の岡田代表は党本部で記者団に対し「われわれは『舛添知事は早く辞めるべきだ』と言ってきたので、一歩前進だと思うが、もっと早く意思決定してもらいたかった。安倍総理大臣と自民党の責任は重い。次の知事は、混迷した都政を刷新する人でなければならない。選挙への対応は現時点で白紙だが、都政を刷新し、選挙で勝てる候補が必要だ」と述べました。
共産 小池書記局長「辞職は当然」
共産党の小池書記局長は「舛添知事の辞職は当然だ。同時に、舛添知事を都知事にした自民党と公明党の製造者責任が厳しく問われる。辞職したとしても、百条委員会を設置し、さらに真相の究明を求めていく。参議院選挙でも、舛添知事の問題を中心に政治とカネの問題を争点にしていきたい」と述べました。
維新 馬場幹事長「追い込まれる前に明らかにすべきだった」
おおさか維新の会の馬場幹事長は「舛添知事は、みずからのしこう品や身のまわりのものに公金を使うなど、どう考えても、使途は許されないものだ。辞職は遅きに失した。追い込まれる前に、出処進退をみずから明らかにすべきだった」と述べました。
社民 又市幹事長「遅きに失した」
社民党の又市幹事長は、党本部で記者団に対し「辞職は当然で、遅きに失した印象だ。豪華な海外出張や、政治資金で絵画を買うなど、常識では考えられないことが行われていたのに、言い訳にもならないことを繰り返し、都政に対する信頼が失墜した。安倍総理大臣も責任がないわけではないので、しっかり説明すべきだ。都知事選挙への対応については、共闘している野党４党で相談していきたい」と述べました。
都知事選投票日 ７月３１日か８月７日で調整か
ＮＨＫ6月15日 10時10分
後任を決める都知事選挙は、舛添知事から辞表が議長に提出され、選挙管理委員会に辞表が通知された翌日から５０日以内に行われます。
東京都選挙管理委員会では委員会を開いて、選挙日程を決めることにしていますが、今のところ東京都知事選挙は７月１４日告示・７月３１日投票、あるいは７月２１日告示・８月７日投票の日程で調整が進められていく見通しです。
政権、参院選へ影響懸念　野党は自公の責任追及

共同通信2016/6/15 10:49

　安倍政権は、舛添要一東京都知事が15日に辞職する意向を固めたのを受け、間近に迫った参院選への影響を懸念している。2014年の知事選で舛添氏を応援した経緯があり、今後も野党側の「格好の攻撃材料」（自民党筋）になり続けるためだ。民進党など野党は自公両党の責任を追及し、反転攻勢の足掛かりにしたい考えだ。

　安倍晋三首相ら政権幹部は全国遊説などで、経済政策「アベノミクス」や外交の実績を訴え、ダメージ回避へ全力を挙げる構え。自民党の閣僚経験者は「舛添氏はごたごたすることなく、早く辞めるべきだった」と述べた。

石原氏は「電撃」…都知事、３人連続で途中辞職

読売新聞2016年06月15日 11時34分

　舛添知事が辞意を固めたことにより、東京都知事は３人連続で、任期途中で辞職する見通しとなった。

　１９９９年から４期約１３年間にわたり務めた石原慎太郎氏は、沖縄・尖閣諸島の購入計画を打ち出して注目を集めていた２０１２年１０月、約２年半の任期を残して電撃辞職を表明した。

　記者会見で国政復帰を表明し、当時、大阪市長だった橋下徹氏らの「日本維新の会」に合流して代表に就任した。同年１２月の衆院選で当選を果たしたものの、次の衆院選で落選し、１４年に政界を引退した。

　石原氏の「後継」として１２年１２月に当選した前任の猪瀬直樹氏は、副知事からの転身。２０２０年東京五輪・パラリンピック招致に成功したが、１３年１１月、医療グループ「徳洲会」側から都知事選前に５０００万円を受け取っていた問題が発覚した。

　都議会で追及され、翌１２月には、証言拒否や偽証に罰則が適用される「百条委員会」の設置が決まったことで、在任わずか１年あまりで辞職に追い込まれた。その後、公職選挙法違反で略式起訴され、罰金５０万円の略式命令を受けた。

ポスト舛添選び本格化　200万票が目安、知名度が鍵か

共同通信2016/6/15 10:40

　舛添要一東京都知事が辞職する意向を固めたのを受け、与野党は15日、後任の人選を本格化させた。自民党都連関係者は、近年の都知事選結果を基に当選ラインを「200万票」と分析しており、知名度の高い候補者を擁立できるかが鍵を握りそうだ。

　自民党内では、支援した都知事が2代続けて辞職に追い込まれただけに「知名度より堅実さが大切だ」との声も強い。自民党が主導しての擁立には消極的な幹部もおり、調整は難航も予想される。

　東京に選挙地盤を持つ小池百合子元防衛相や、人気アイドルグループ「嵐」の桜井翔さんの父親で、17日付で総務事務次官を退く桜井俊氏を推す声がある。

産経新聞2016.6.15 07:10更新 
【舛添氏公私混同疑惑】「舛添さんは、もう駄目だ」与野党後継候補選びに着手…「桜井パパ」の名も
　辞職か、議会解散か－。東京都の舛添要一知事の政治資金「公私混同」疑惑で緊迫する都議会の余波を受け、永田町も慌ただしい動きを見せた。舛添氏の辞職は不可避とみた各党は、知事選を想定した後継候補の人選に着手。ただ、２２日公示の参院選との兼ね合いや、万が一、都議選となった場合の影響も計算に入れざるを得ず、それぞれが難しい判断を迫られている。
　「舛添さんは、もう駄目だ」
　安倍晋三首相（自民党総裁）は１３日の都議会総務委員会で舛添氏が理不尽な説明に終始したことを受け、周囲にこう吐露した。自民党も１４日、幹部が「舛添氏をかばい続ければ、参院選の接戦区で勝敗が逆転する可能性がある。公示までに辞めてもらわなければならない」と述べるなど、一気に舛添氏辞職へと舵を切った。
　当初、自民党本部では舛添氏を早期に辞職させた場合、参院選と都知事選の選挙期間が重なるため「野党が与党の責任を徹底追及する」（閣僚経験者）と危惧。都議会が解散される危険性も見据え、参院選後まで対応を先送りする方針だった。
　１４日夜、自民党の茂木敏充選対委員長と都内で会談した首相は、舛添氏の早期辞職で一致したが、後継候補の人選は見通しが立たない。２０２０年東京五輪・パラリンピックの準備を考えれば「本来は与野党が相乗りできる候補がいい」（党幹部）が、野党は参院選との相乗効果を考え、対決姿勢を強める可能性が高いからだ。
　このため与党内では、女性候補を重視する観点から、一部で小池百合子元防衛相の名が浮上。自民党幹部からは都連会長の石原伸晃経済再生担当相を推す声も上がる。知名度や自治行政に精通していることを考慮し、片山善博元鳥取県知事や退任が決まっている桜井俊総務事務次官を推す声まである。桜井氏は人気グループ「嵐」のメンバー、桜井翔さんの父親としても知られる。
　しかし、いずれの候補も「野党が強力な対抗馬を立てれば勝てない」（自民党幹部）との見方から慎重論も根強い。菅義偉官房長官は１４日のＢＳフジ番組で後継候補の擁立について「まだ仮定のことだ。全く見通しがたっておらず、答えるべきではない」と述べるにとどめた。
　一方、民進党は舛添氏の疑惑に関し、「与党の責任が重い」（岡田克也代表）と強調、次期都知事選で独自候補を立てる構えだ。江田憲司代表代行は同じＢＳフジ番組で「もちろん出す。人材はいくらでもいる」と擁立に自信を見せた。生活の党と山本太郎となかまたちの小沢一郎代表は１４日、記者団に、民進、共産、社民など野党４党による統一候補の擁立を目指す考えも示した。
　民進党内で本命視されているのが東京選挙区選出の参院議員、蓮舫代表代行だ。知名度が高く、都知事選に擁立すれば勝機はあるとにらむが、蓮舫氏は今回の参院選で改選を迎える難しい立場。さらに、今回の参院選から改選数が１増となる東京選挙区で、党勢拡大の機会が失われかねない懸念もあり、党執行部は早急に対応を検討する。
都知事選、早ければ７月３１日投開票　舛添氏が辞職願
朝日新聞デジタル2016年6月15日11時46分


　東京都の舛添要一知事が１５日、辞職の意向を固めた。都議会議長に対し、辞職願を提出した。政治資金の公私混同疑惑などの問題をめぐり、都議会の与野党が不信任決議案の提出で一致。同日午後の第２回定例会本会議で不信任案が可決されることが避けられず、続投は困難と判断したとみられる。
　舛添氏は２０１４年２月の都知事選で初当選したが、就任から約２年４カ月で知事を辞することになる。
　都議会では与党の公明党と野党が１４日、不信任案を一本化。自民党が１５日未明に不信任案を議会運営委員会理事会に提出し、与野党一本化の文案を本会議に提案することが決まっていた。舛添氏が辞意を固めたことを受けて、不信任案を取り下げる方針。
　公職選挙法の規定では、舛添氏が都議会議長に辞意を伝えると、議長は５日以内に東京都選挙管理委員会に伝達。都選管はその後５０日以内に選挙を実施する。早ければ７月３１日にも投開票があるとみられる。
舛添都知事 　「遅きに失した」…識者こう見る　辞職願提出
毎日新聞2016年6月15日　12時02分（最終更新　6月15日　12時15分）
　与野党から知事不信任案を突き付けられ、辞職に追い込まれることになった東京都の舛添要一知事。識者はどう受け止めたのか。 
　テレビ討論番組「朝まで生テレビ！」の司会を務め、舛添氏と約３０年の付き合いがあるジャーナリストの田原総一朗さんは「不信任案が可決される前に辞めることになったのは良かったのではないか。これ以上続けることができないのは誰の目にも明らかで、最後のところで自分のプライドを守ったのだろう」と推測。政治資金の支出を巡る公私混同問題については「調査した弁護士が出した『法律に違反していない』という結果を正論として主張すればするほど、都民には弁解に映り深みにはまってしまった」とおもんぱかった。 
　そのうえで、舛添氏の今後について「学者だった彼をマスコミの世界に引き込んだのは自分。責任の一端を感じている。半年か１年は仕事ができないと思うが、早く自分を取り戻してほしい。機会があればまた番組にも出てもらいたい」と話した。次の都知事については「『政治とカネ』にまつわる辞職が２人続いた。もうこんなことがないよう、メリハリの利いた人になってほしい」と注文した。 
　スポーツ評論家の玉木正之さんは舛添氏の辞職について「遅きに失した。せこい疑惑が露見した時点で謝るべきだったのに、へりくつを並べている間にそのタイミングを失った」と指摘。「政治家として能力がなかったわけではなく、人間性の問題かもしれない」と突き放した。舛添氏が「自分が辞職してリオデジャネイロ五輪・パラリンピックを前に都知事選になれば国益にマイナス」と主張したことについて、「まったく関係ない」と断言。「次回五輪開催都市の知事や市長の名前なんて誰も覚えていない。リオ五輪・パラリンピックの閉会式には副知事らが行けばいい話で、舛添氏が行く方が国民にとってよっぽど恥ずかしかった」と話した。【伊澤拓也、山崎征克】 
舛添都知事 　「疑惑の真相究明は」に懸念も　辞職願提出
毎日新聞2016年6月15日　11時57分（最終更新　6月15日　12時10分）
　東京都の舛添要一知事が辞職決断に追い込まれた政治資金の支出などを巡る公私混同問題は、２０日に２度目の都議会総務委員会の集中審議が予定されている。舛添氏は資料提出を約束しているが、辞職の意向を固めたこともあり、どこまで開示されるかは不透明だ。識者は「真相究明にはほど遠い幕引きになる恐れがある」と懸念する。 
　１３日の都議会集中審議で、舛添氏は「記憶にない」などと度々説明を避ける一方、一部の資料提出などには応じる姿勢も見せていた。２０１３、１４年の正月に家族と千葉県木更津市のホテルに宿泊したことについては、元検事の弁護士による調査で「ホテルの部屋で、元新聞記者の出版社社長と面談した」と説明されたが、集中審議では疑義が相次いだ。 
　舛添氏は社長の氏名公開を拒み、当時の状況を尋ねられても「記憶にない」と繰り返す一方、明細の開示を求められると「再発行が可能なら提出する」と回答していた。 
　また、資金管理団体「泰山会」で保管していると主張する美術品については、「転売しているのではないか」との疑惑が持たれている。質問者から「２０日の（集中審議の）前までに見せてもらえるか」と重ねて問われ、「事務所のスペースがあるので見ていただきたい」と明言した。 
　都議会各会派は当初、集中審議での説明が不十分であれば、地方自治法に基づき強い調査権限を持つ百条委員会を設置することも検討していた。しかし、１３日の集中審議後「百条委を設置してもだらだら時間を先延ばすだけ」との声が高まり、２０日の集中審議や百条委設置を待たず、不信任案提出の道筋が固まった。 
　都議会の追及について、元三重県知事の北川正恭・早大名誉教授は「まだまだ審議は不十分。会期を延長してでも百条委員会などで疑惑を追及し、疑惑が明々白々になってから不信任案を提出してもよかった」と指摘する。政治資金制度に詳しい岩井奉信・日大教授（政治学）は「あの問題がなんだったのか、何も解明されないまま、『臭い物にふた』のような幕引きになるのでは。制度上の問題もあるのに、個人の問題に片付けられてしまった」と批判する。【杉本修作、山崎征克】 
舛添都知事 　「都民の怒りが追い詰めた」一転、辞職願　
毎日新聞2016年6月15日　11時46分（最終更新　6月15日　12時00分）
　「進退はリオデジャネイロ五輪・パラリンピックが終わる次の９月定例会まで待ってほしい」「今すぐ辞めたいが、都政の混乱を避けたい」−−。１４日夕の東京都議会議会運営委員会の理事会で涙ながらに訴え、知事続投を懇願した舛添要一知事が１５日午前、一転して辞職願を提出した。公私混同問題に対する世論の批判は厳しさを増し、２０１４年２月の知事選で支援を受けた自民、公明も不信任案を提出するなど、四面楚歌（そか）の状態に置かれ、自ら身を引く判断をした。 
　舛添氏は１５日午前９時過ぎ、登庁予定時間を急きょ約２時間前倒しして都庁第１庁舎２階の正面玄関に到着した。待ち受けた約５０人の報道陣から「今日の対応は」などと問われたが、口を固く結んで通り過ぎた。 
　１４日午後から開催された議運委理事会で、舛添氏は「ここまで耐えてきたのは（大会中に選挙になると）リオ五輪で東京が笑いものになるから。東京の名誉を守ってもらいたい」と頭を下げた。 
　「解散をちらつかせて延命を図るつもりか」 
　１３日の都議会総務委員会の集中審議に続く２度目の要請に、与野党からは反発の声が上がった。「解散するなら受けて立つ」。都議会の自民幹部はこう憤り、１５日未明に全７会派が不信任決議案を共同で提出した。舛添氏の辞職は不可避になっていた。 
　１５日朝、知事が辞職の意向を固めたとの一報を受け、各会派の都議からは驚きの声が上がった。 
　自民の小礒明議員は「各会派の一致した思いが伝わったのだろう。解散を受けて立つという態度が辞職につながった」と述べた。 
　民進都議団の石川良一政調会長は「都民の怒りが辞職に追い詰めた。さまざまな疑惑について説明をしておらず、問題の多い辞め方だ」と批判した。 
　共産の大山とも子幹事長は「遅きに失したとはいえ、辞職は当然。事実を解明しなければ再発防止はできず、調査特別委員会（百条委員会）の設置を求め追及していく」と厳しい表情を見せた。【飯山太郎、川畑さおり、円谷美晶】
世耕官房副長官、都知事辞職「都民の意思を踏まえ適切に対応」 
日経新聞2016/6/15 11:51
　世耕弘成官房副長官は15日午前の記者会見で、東京都の舛添要一知事が知事を辞職する意向を固めたことについて「知事自身と自民党、公明党をはじめとする都議会の双方が、都民の意思を十分に踏まえて適切に対応した」と述べた。
　知事を支持していた自民党の責任については「都政については政府としてコメントしない」と説明。その上で「知事選の際に推薦をしていたという立場があったからこそ、（都議会は）今回精力的に動いた」と語った。〔日経ＱＵＩＣＫニュース（ＮＱＮ）〕
退任のＮＨＫ経営委員長　「国会にたくさん行ったなあ」
朝日新聞デジタル2016年6月14日19時22分
　ＮＨＫの経営委員会が１４日あり、１９日で任期満了を迎える委員長の浜田健一郎氏（ＡＮＡ総研会長）が記者説明で退任のあいさつをした。次期委員長は次回２８日以降の経営委員会で、委員の互選で選出される。
　浜田氏は２０１２年９月、委員長に就任。あいさつでは、１４年１月に就任した籾井勝人・ＮＨＫ会長の言動で対応に追われたことを念頭に「印象に残ったのは国会にたくさん行ったなあと。在任中に６５日招致され、４１０回答弁に立った」と振り返った上で、「（会長を含む現執行部には）現場を大切にして、経営計画を着実に執行してほしい」と述べた。
しんぶん赤旗2016年6月15日(水)

ＮＨＫ籾井会長は辞任して　元職員、市民ら抗議集会　放送センター前
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（写真）籾井会長の辞任を求めるＮＨＫ前集会＝１４日、東京・渋谷区


　ＮＨＫの「政府広報化」する報道に抗議するとともに、籾井勝人会長の辞任を要求し、職員を励まそうと１４日昼、東京・渋谷のＮＨＫ放送センター西口門前で集会が開かれました。他の２カ所の門前でも宣伝しました。

　ＮＨＫ退職者や放送関係者をはじめ市民らでつくる「ＮＨＫ報道を市民の手にネットワーク」が主催。同日午後のＮＨＫ経営委員会を前に、１５０人が参加しました。

　リレートークで元ＮＨＫ経営委員の小林緑さん、元日本テレビプロデューサーの仲築間卓蔵さんら８人が発言。小林さんは自らの体験も踏まえ「経営委員や会長は目に見える形で選挙をするよう変えていくことが必要です」と訴えました。

　元ＮＨＫディレクターで「女たちの戦争と平和資料館」の池田恵理子さんは､｢会長の一連の発言はＮＨＫは政府の広報番組だということを認めているに等しい。ジャーナリズムの自殺行為です」ときびしく批判しました。

　ＮＨＫＯＢで日本映画・テレビ美術監督協会顧問の小池晴二さんは「ＮＨＫを二度と国策放送にしてはならない」。日本ジャーナリスト会議の河野慎二さん（元日本テレビ）は、「即刻辞任をしていただきたい。職場からその声を上げれば必ず退陣せざるを得ない状況がつくられる」。

　配布された「ＮＨＫで働くみなさんへ」のチラシは、会長の辞任要求と再選阻止のとりくみ、政府からの自主・自立を貫く報道姿勢、政治社会の真実に迫る番組をと呼びかけています。

